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分譲マンションを購入した外国人買主によ
り、駐車場が確実に確保されることや外国語
を用いず日本語のみで重説したことは、売主
業者の説明として不十分であり、情報提供義
務違反に当たるとして、買主が損害賠償等を
請求した事案において、その請求が棄却され
た事例（東京地裁 令和３年３月11日判決 ウ
エストロー・ジャパン）

1 　事案の概要

平成28年10月21日、買主Ｘら（原告：Ｘ１
は法人・不動産業、Ｘ２はⅩ１の代表者）は、
Ｘ２の家族（両親と弟）及び通訳Ｃと共に、
売主Ｙ（被告：法人・不動産業）が分譲した
居住用高層マンション（本件建物）のモデル
ルームを訪れた。その際、Ｙは外国語を話す
ことが出来ないＤが担当者として対応した。
ＸらにおいてはＣが通訳を行った。Ｘ２の家
族はいずれも中国人であり、主たる言語は英
語と中国語のみで、日本語を話すことは出来
なかった。ＣはⅩ２の母の会社の社長アシス
タント（日本人）として、必要に応じて、日
本語と英語との通訳を務める人物であった。
平成28年11月４日、Ⅹ１とＹは、本件建物
の1507号室を購入する売買契約を締結し、Ⅹ
１は手付金2190万円をＹに支払った。さらに
後日、Ｘ１とＸ２は、本件建物の1506号室も
共同購入する売買契約を締結し、手付金2190
万円（Ｘ１・Ｘ２の折半）をＹに支払った。
そして、この２件の契約（本件契約）のいず
れにおいても、ⅩらはＸ２の家族のほか、Ｃ

が通訳のために同席し、ＹはＤが担当者とし
て対応し、ＤはＸらに対して重要事項説明（重
説）をＣの通訳を介して行った。
平成30年２月２日、Ｘらは、機械式駐車場

利用の抽選は落選していたが、本件建物（1506
号室と1507号室）の竣工後の内覧会に赴い
た。
その後、Ｙは、平成30年４月27日の引渡日

までに売買残代金の支払が無かったことか
ら、Ｘらに対して本件契約の解除の意思表示
を行い、手付金を違約金として没収する旨を
通知した。
これを受けて、Ｘらは、①Ｄは、駐車場が

確実に確保されると説明した、②Ｘ２らの家
族は、いずれも日本語を話すことができない
が、売買契約書や重説についても英文の書式
を用意せず、通訳もＣに一任していた、③重
説は、締結しようとする契約の内容を正確に
理解させるために要求される義務であり、日
本語を理解しない外国人は日本語で説明する
だけで契約内容を理解することができない以
上、説明としては不十分であり、Ｄが情報提
供義務に違反したことは明らかである等とし
て、Ｙに対し、債務不履行による損害賠償（手
付金相当額のＸ１：3285万円、Ｘ２：1095万
円）、及びＤの不適切な説明や不誠実な対応
により精神的な苦痛を受けた等と主張して、
不法行為による慰謝料100万円を請求した。
これに対し、Ｙは、①駐車場は一般抽選で

利用の可否が決まるものと説明した、②原則
的に外国人顧客に対しても外国語の契約書や

重説を外国語で行う法的義務は認められないとして、
日本語を理解しない外国人買主の訴えを棄却した事例
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重説の用意はしていない、③外国人に対する
重説について、外国語で実施することは法令
上要求されておらず、日本語で行えば足りる、
④顧客側で通訳を用意していた場合は、当該
通訳の正確性を判断することは困難である以
上、このような通訳を介して行われた重説が
何ら不適切とされる理由はない等と主張した。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のように判示して、Ｘらの請
求を棄却した。
Ｘらは、Ｄによる、駐車場が確実に確保さ
れるとの説明をしなかったことがⅩらに対す
る情報提供義務違反となる旨主張するが、Ｄ
がＸらに駐車場が確保される旨を説明した事
実を認めることができない。
また、Ｘらは、Ｘ２が日本語を理解できな
いことをＤも把握していたにもかかわらず、
英文の売買契約書や重説や通訳を用意せず、
Ｃの通訳に頼っていたところ、このような説
明では重説義務の趣旨に合致しない旨から、
情報提供義務に違反した旨主張する。
しかしながら、買主が外国人である場合に、
日本語を理解できず自ら通訳を同行して重説
を受ける事態も生じ得るところ、宅建業者に
おいては、当該通訳の資質や翻訳内容の正確
性、さらには通訳内容が買主に理解できる説
明がされているか否かを判断することは困難
であるといわざるを得ない。そうすると、重
説を受ける買主においては、その手段の選択
やその選択結果としての通訳の正確性等に関
して、その危険については自ら引き受けるべ
きものと解するのが相当である。その上で、
宅建業法においては、日本語を理解しない外
国人に対して重説を外国語で行うべきことま
では規定されておらず、これが法的義務であ
ると解することもできない。
以上によれば、本件においてはＤがＣの通

訳を通じてⅩらに重説を行った以上、重説の
内容や程度を充足しているものと認められ、
情報提供として欠けるところはなく、何ら義
務違反を認めることはできない。そして、こ
の認定判断を覆すに足りる事情は認められな
い。したがって、Ｘらの情報提供違反による
債務不履行に係る主張は理由がない。
また、Ｘ２は、Ｙの対応が不誠実であるな

どとして不法行為が成立すると主張し、慰謝
料等の支払を求めるが、Ｄの対応について何
ら不法行為が成立するものと認めることはで
きない。

3 　まとめ

本件は、日本語を理解しない外国人買主に
対し、重説を外国語で行う法的義務は認めら
れず、売主の説明義務違反はないとして、買
主の損害賠償請求等を棄却した事例である。
重説は、説明を受ける買主自らが、その内

容を理解する責任を負うものである。しかし
ながら、言語、法制度や慣習の相違する外国
人に対しては、例え通訳を通じても微妙な意
思疎通はしづらく、寧ろトラブルは生じ得る
ものとの前提に立つべきであろう。
よって、外国人と関与する不動産取引にお

いては、重説や契約時では無く、相手とのフ
ァーストコンタクトのような早い時点から、
日本語は理解できるのか、理解できない場合
にはどのようなトラブルが起こり得るか、そ
の防止策は取れるか等を検討することが重要
であり、また将来に渡り、契約の有効性に疑
義を唱えられる懸念がある場合には、取引そ
のものを断わる必要もあると思われる。

（調査研究部調査役）


